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＜区部周辺部環状公共交通の新設＞

課題

意義

・事業性に課題があるため、関係地方公共団体
において、事業計画について十分な検討が行
われることを期待。
・また、高額な事業費が課題となると考えられ
ることから、需要等も見極めつつ中量軌道等
の導入や整備効果の高い区間の優先整備など
整備方策について検討が行われることを期待。

・環状七・八号線沿線地域間相互の環状方向の
アクセス利便性の向上を期待。

「地域の成⾧に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」の一つに位置付け
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１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

高額な事業費を縮減するための検討が必要
※鉄道ネットワークのプロジェクトの検討結果（平成28年7月 東京圏における今後の都市鉄道のあり方に関する小委員会）
総事業費12,400（億円）、累積資金収支黒字転換年41年、B/C 0.7。都区連ではこの前提となる検討をH21～23に実施

交通政策審議会答申 第１９８号（平成２８年４月）
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２ 過年度の委託調査

（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）
従来の地下鉄（標準地下鉄）形式より小さい断面の構造形式（低コスト断面

標準地下鉄等）での事業費の縮減可能性を検討
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従来の地下鉄と比べ、
概算で１割程度の
事業費を削減

需要も踏まえた規格等の見直しにより、事業費縮減効果を確認

6.5ｍ 6.0ｍ
※構造物や車両の小型化、
掘削土量等の低減など

標準地下鉄 低コスト断面標準地下鉄等

断 面 の 小 型 化
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２ 過年度の委託調査
（２）交通流動実態調査（H29～R1）

区部周辺部環状地域（以下、区部環地域）における交通流動等の実態を把握

○区部環地域間の流動特性として、特定区間における需要や、短トリップ傾向を確認
【内々流動】:私事目的が多い／移動手段は自転車・自動車が多く、短トリップ／需要動向と地域特性に関連
【内外流動】:交通手段は主に鉄道が占めるが、一部の結節駅ではバスや自転車利用者が存在

○事業費や輸送力（需要）等の観点から地下鉄や中量軌道を整理

内々流動のイメージ 内外流動のイメージ

一定の需要は確認できたが、地下鉄整備に見合う需要精査や事業費縮減が引き続き課題
（令和２年度 都区連絡会まとめ）
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２ 過年度の委託調査
（３）今後の調査に向けて（R2～）

答申や過年度の委託調査結果を踏まえ、調査の進め方を整理

１９８号答申で
示された課題 過年度調査結果の考察 及び具体的な検討の方向性

高額な事業費
（最大の課題）

H24調査で従来型の地下鉄方式より低コストの地下鉄の検討を実施したが、
更なる事業費縮減策を深度化する必要あり
⇒地下鉄系の最小規格であるスマート・リニアメトロについて検討

需要等の見極め
H29-R1調査で一定の需要は確認できたものの、需要動向の前提となる
沿線まちづくり等について整理する必要あり
⇒沿線まちづくりについて、将来開発計画等の動向を整理（再開発方針等）

中量軌道の導入 地下鉄の事業費縮減策に係る検討結果を踏まえて検討

整 備 方 策 上記三項目の検討結果を踏まえて検討
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３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

地下鉄
（大都市⾧大編成高頻度）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（地方都市・短編成）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（低コスト断面標準地下鉄※）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（スマート・リニアメトロ）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量
（定員） 45,000人/時～23,400人/時 11,040人/時

概算事業費
150～250億円/km

（カタログ値）
207億円/km
（198号答申）

174億円/km
(H24調査) （R2調査）

主な課題 事業費が高額（約1.1～1.5兆円） 事業費の精査が必要だが、地下鉄系の
中では低廉傾向（約0.9兆円）
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◆「高額な事業費」の課題について
地下鉄系の最小規格であるスマート・リニアメトロについて調査検討

◆「需要動向」について
沿線まちづくりについて、将来開発計画等の動向を整理（再開発方針等）

（１）令和２年度 調査項目
昨年度整理した検討の方向性を踏まえ、以下の調査を実施

東京メトロ東西線 名古屋市桜通線 大阪南港試験線東急東横線

※ 標準的な大きさの車両が走行可能な最小径のトンネル断面を走行する地下鉄
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３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討

【検討項目】
①線形検討 ⇒ 急曲線・急勾配を活用し支障物を回避、掘削量の低減
＜更なる費用縮減のケーススタディ＞
②駅構造の見直し ⇒ 通常の地下鉄２層でなく、浅い１層とし簡素化

③高架化・地平化の検討 ⇒ 一部区間の高架化・地平化が可能であるかの検討

④車両基地規模縮小の検討 ⇒ 本線上に一部列車を留置することで、基地の規模を縮小

【視点】
縦断線形等の構造特性や区部環地域の地形的条件を踏まえ、事業費縮減効果を検討
【スマート・リニアメトロ】
シールド断面や駅部等を小型化することにより、従来の地下鉄と
比較して建設費の縮減等が期待できる新たな交通システム。

スマート・リニアメトロの縦断線形イメージ 地下駅（一層）のイメージ



３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討

①線形検討
○区部環全線の平面・縦断線形を検討

【平面線形】
総延⾧が延びるが、急曲線の採用に
より、民有地下箇所が減少し、用地
取得費を縮減

駅

地表面

埋設物

【縦断線形】
総延⾧が延びるが、急勾配の採用に
より地下埋設物の回避、駅の浅層化
が可能

地下縦断線形のイメージ
交差点平面線形のイメージ

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討

②駅構造の見直し（駅施設の一層化）

地上 地上

シールドトンネル地下ホーム階

地上

駅１層構造のイメージ
駅構造見直しのイメージ
（標準２層→１層化）

EV ES・階段

○駅規模に比例して建設費も増大するため、駅施設を最小化

○駅空間や出入口が確保可能な駅を抽出

○１駅あたり建設費を約２割縮減（掘削量の低減）



３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討

高架化区間のイメージ

③高架化・地平化の検討

高架・地平構造の可能性がある区間

地平化区間のイメージ

一部区間の高架化・地平化（アプローチ区間の確保を含む）の可能性について検討
【検討条件】
○高架化:主に橋脚設置に必要な３ｍ幅員が確保できる区間（用地費が増大）
○地平化:主に軌道設置に必要な７ｍ幅員が確保できる区間（定時性・速達性が低下）

高井戸

砧公園

一之江

葛西臨海公園

■:高架化可能な区間
■:地平化可能な区間
●:アプローチ区間導入可能位置

地表面

地下 地下

高架駅

アプローチ区間

高架駅

アプローチ区間

高架化・地平化における
アプローチ区間のイメージ

※その他、高架化・地平化に際しては、
道路空間の斜線減少について考慮が必要

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討
④車両基地※規模の縮小

基地の形態 Ａ 従来型
（車両関連全施設を基地内に納める）

Ｂ 本線留置
により車両基地の規模を軽減

車両の留置 全て線内車両基地内に留置 予備を除く車両を本線駅部等に留置

基地面積

（面積内訳）

約４７,４００㎡（入出庫線除く） 約２９,６００㎡（入出庫線除く）

検査機能 : １９,２００㎡
留置機能 : ２８,２００㎡

検査機能 : １９,２００㎡
留置機能 : １０,４００㎡

条件等 線内の車両基地規模は最大 本線内回送列車の
ドライバレス運転化が前提

【検討の視点】
一部列車を本線上に留置することにより、車両基地の規模を縮小。

※車両の留置機能と点検・検査機能の役割を担う

本線留置により、１７,８００㎡の基地面積を縮減



３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
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（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討
【調査結果】
① 線形検討

②③④ 更なる事業費縮減のケーススタディ

※１ 過年度検討結果（低コスト断面標準地下鉄）10,229億円(税抜)に用地費の上昇分を反映した値。
※２ 高架化は用地費が増大するため、①全線地下ケースより割高となる。

低コスト断面標準地下鉄(H24)
事業費１０，４３７億円※１

スマート・リニアメトロ(R2調査)
事業費９，２７４億円

低コスト断面標準地下鉄(H24)
事業費１０，４３７億円※１

④車両基地規模の縮小
車両基地事業費６８７億円(H24)

スマート・リニアメトロ(R2調査)
②駅構造の見直し（１２駅適用）

事業費８，９９８億円
（過年度比▲１，４３９億円）

③一部区間の高架化
事業費９，８２３億円※２
（過年度比▲６１４億円）

③一部区間の地平化
事業費８，１３２億円
（過年度比▲２，３０５億円）

④車両基地規模の縮小
車両基地事業費５５１億円

（過年度比▲１３６億円）

（過年度比▲１，１６３億円）
縮減

縮減

縮減

縮減

縮減
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３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
（３）沿線まちづくりの動向整理

新都市生活創造域（区部環地域が該当:都市づくりのグランドデザインより）

［将来像］
・環状・放射方向の公共交通の充実により区域内の移動
が抜本的に改善されるとともに、高齢者や子育て世代、
障害者の生活と社会参加を支える、高い交通利便性も
確保され、新たな交流が誕生 など

［市街地整備の目標］
・駅を中心に機能を集約した拠点が形成 ⇒都市再開発の方針

・木造住宅密集地域の解消 ⇒防災街区整備方針

・大規模団地の更新 ⇒住宅市街地の開発整備の方針

［都市環境］
・緑と水に囲まれたゆとりのある市街地が形成
・良質で機能的な住環境をベースとし、芸術・文化、
教育、産業、商業などの機能が複合的に利用

・子供たちが伸びやかに育つことができる快適な住環境
が再生・創出 など

新都市生活創造域

葛西臨海公園

赤羽

田園調布

区部周辺部環状公共交通

将来需要として期待できる「区部環地域のまちづくり」の状況を調査

出典:都市づくりのグランドデザインに掲載の図を一部加工

【区部環地域の位置付けと目標】

将来需要の推移には、沿線まちづくり（開発計画等）の動向が影響
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②葛西海浜公園
（海水浴場・ラムサール等）

東京都港湾局ＨＰより

22「区部環地域の成⾧に向けたまちづくりの進捗や計画の動向」を確認

主な再開発促進区・再開発事業等の状況
（都市再開発の方針位置図 に加筆）

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

⑥JR小岩駅周辺地区
（再開発・区画整理・密集等）

江戸川区ＨＰより

⑧青戸六・七丁目地区
（医療センター・住宅供給等）

三菱地所レジデンス株式会社・株式会社新日鉄都市開発
プレスリリースより

⑨六町四丁目地区
（区画整理）

東京都都市整備局ＨＰより

①カヌースラロームセンター
（東京2020大会）

©公益財団法人東京オリンピック･パラリンピック競技大会
組織委員会ＨＰより

⑤二之江西地区ほか環七沿線
（密集市街地整備促進事業等）

江戸川区ＨＰより

⑩西新井駅西口周辺地区
（拠点整備・密集・土地利用転換等）

足立区ＨＰより

⑭練馬春日町駅周辺地区
（再開発）

練馬区ＨＰより

⑫赤羽台周辺地区
（住宅市街地総合整備事業）

ＵＲＨＰより

⑬練馬城址公園
（アミューズメント施設）

ワーナー ブラザース ジャパン合同会社ほか
プレスリリースより

⑪赤羽一丁目地区
（再開発）

北区ＨＰより

（３）沿線まちづくりの動向整理

④総合レクリエーション公園
（児童文学館建設）

江戸川区ＨＰより

⑦高砂駅周辺まちづくり
（拠点整備・都住建替等）

葛飾区ＨＰより

③葛西臨海公園
（水族園建替・施設更新等）

東京都建設局ＨＰより

3

4

5

78

1718

1112

14
13

⑰自由が丘駅周辺
（再開発）

目黒区ＨＰより

⑱二子玉川東地区
（再開発）

世田谷区ＨＰより

1
16

15

⑯砧公園
（世田谷美術館等）

東京都公園協会ＨＰより

⑮八幡山・粕谷二丁目地区
（都営住宅建替）

東京都公園協会ＨＰより

駅前拠点整備 防災まちづくり 住環境整備 都市環境整備



３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

今後の需要予測において、
・再開発等による需要増
・他の交通モードからの転換による需要増

をさらに精査していく必要がある

・結節駅を中心に、複数の駅で再開発が進捗または計画
・発生量の多い住宅団地等の更新や創出用地の活用が進捗
・自動車分担率の高い病院・文化施設等が建設又は更新

沿線まちづくりの動向（R2年度調査）

（３）沿線まちづくりの動向整理

23

需要予測の前提となる沿線まちづくりについて整理

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

２ 過年度の委託調査
（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）
（２）交通流動実態調査（H29-R1）
（３）今後の調査に向けて（R2-）

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
（１）令和２年度 調査項目
（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討
（３）沿線まちづくりの動向整理
（４）まとめ

４ 今後の進め方



３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

25

（４）まとめ

地下鉄
（大都市⾧大編成高頻度）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（地方都市・短編成）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（低コスト断面標準地下鉄※）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（スマート・リニアメトロ）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量
（定員） 45,000人/時～23,400人/時 11,040人/時

概算事業費 150～250億円/km 174億円/km(H24調査) R2調査【154億円/km】

主な課題 事業費が高額（約1.1～1.5兆円） 輸送力が地下鉄の中では小さい。
中量軌道と比較して事業費が高額。

【スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討】
線形検討の結果、過年度成果より１，１６３億円の縮減。
地下鉄系システムでの事業費の最小値を算出するとともに、更なる縮減可能性とし

てのケーススタディを実施。

【沿線まちづくりの動向整理】
再開発事業等の最新動向を整理し、区部環地域における将来需要予測にあたっての

視点を整理。

東京メトロ東西線 名古屋市桜通線 大阪南港試験線

※ 標準的な大きさの車両が走行可能な最小径のトンネル断面を走行する地下鉄

東急東横線

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果

１ 区部周辺部環状公共交通の位置づけ（H28答申）

２ 過年度の委託調査
（１）地下鉄系の事業費縮減調査（H24）
（２）交通流動実態調査（H29-R1）
（３）今後の調査に向けて（R2-）

３ 令和２年度の調査検討内容及び結果
（１）令和２年度 調査項目
（２）スマート・リニアメトロによる事業費縮減検討
（３）沿線まちづくりの動向整理
（４）まとめ

４ 今後の進め方



４ 今後の進め方
令和３年度調査に向けて
令和２年度の委託調査結果を踏まえ、調査の進め方を整理

１９８号答申で
示された課題 過年度調査結果の考察 及び具体的な検討の方向性

高額な事業費
（主な課題）

地下鉄系の最小規格であるスマート・リニアメトロについて検討
⇒過年度成果より１，１６３億円の縮減（地下鉄系システム最小値）
⇒ケーススタディとして、更なる縮減可能性の検討も実施

需要等の見極め
沿線まちづくりについて、将来開発計画等の動向を整理（再開発方針等）
⇒区部環地域における将来需要予測にあたり考慮すべき視点を整理
⇒需要拡大に加え、整備効果の増進につながるまちづくりの必要性も確認

中量軌道の導入
地下鉄の事業費縮減策に係る検討結果を踏まえて検討
⇒高架系・地上系に大別して、地下鉄系との概略比較モデルを構築

整 備 方 策 上記三項目の検討結果を踏まえて検討
27

４ 今後の進め方
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中
量
軌
道
シ
ス
テ
ム
等

項目 モノレール
(ｺﾞﾑﾀｲﾔ式ｶﾞｲﾄﾞｳｪｲｼｽﾃﾑ)

新交通システム
(ｺﾞﾑﾀｲﾔ式ｶﾞｲﾄﾞｳｪｲｼｽﾃﾑ)

LRT
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

BRT
(高速基幹ﾊﾞｽｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量
（定員） 12,000人/時 10,500人/時 4,650人/時 3,900人/時

定時性 道路交通に影響されない 信号処理など道路交通の影響あり

概算事業費 80～160億円/km
（カタログ値）

50～160億円/km
（カタログ値）

約20～40億円/km
（カタログ値）

約3億円/km
（カタログ値）

主な課題 道路車線・幅員に影響又は新たに用地取得が必要、事業費が比較的高額（モノレール・新交通:約1.7兆円、ＬＲＴ:約0.7兆円） 定時性を確保するため、専用レーンの
設置が必要（道路車線等に影響あり）

多摩モノレール ゆりかもめ 福井鉄道

【令和３～４年度】答申で示された、中量軌道等の導入について検討

【地上系】
新潟交通連接バス

地
下
鉄
系
シ
ス
テ
ム

項目
地下鉄

（大都市⾧大編成高頻度）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（地方都市・短編成）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（低コスト断面標準地下鉄※）

(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

地下鉄
（スマート・リニアメトロ）
(鉄輪・鉄ﾚｰﾙｼｽﾃﾑ)

イメージ

最大輸送量
（定員）

45,000人/時～23,400人/時 11,040人/時

定時性 道路交通に影響されない

概算事業費 150～250億円/km
（カタログ値）

207億円/km
（198号答申）

174億円/km
(H24調査)

154億円/km
（R2調査）

主な課題 事業費が高額（約1.1～1.5兆円） 輸送力が地下鉄の中では小さい。
中量軌道と比較して事業費が高額。

東京メトロ東西線 名古屋市桜通線

【高架系】

大阪南港試験線東急東横線

※標準的な大きさの車両が走行可能な最小径のトンネル断面を走行する地下鉄



４ 今後の進め方
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＜区部環としての導入システムの再検証＞
コスト縮減案の検証結果や中量軌道の精査等を踏まえた取組方針の整理

・事業計画の精査
・平成30年PT調査結果の分析
・交通システムのあり方（再検証）
・段階整備案の整理（再検証）
・需要予測、収支採算性 など

【平成２９年度～令和２年度】

○区部環における流動特性等を把握
○沿線まちづくりを整理するとともに、ｽﾏｰﾄ･ﾘﾆｱﾒﾄﾛによるコスト縮減策を検討

【令和５年度以降～】

【令和３年度～令和４年度】

○答申で課題提示された事業費縮減策として、
中量軌道等の導入について概略検討


